
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険「保険者シート 2020」 

（本調査研究事業 確定版） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（平成30年度決算見込版）

Ⅰ基礎データ

男 女

男 女

Ⅱ　在宅医療介護推進体制

 医療機関医師数（人）

Ⅲ　地域包括ケア推進体制

実施
有無

実施
有無

0 0

0 0

0 0

0 0

0 実施
有無

実施
有無 0

0 0

0 実施
有無

0 0

0 0
実施
有無 0

0 0

0 実施
有無

0 0

実施
有無

0

0 0 0

0 0 0
実施
有無

0

0

(6) 0

(7) 0

(8) 0

0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

Ⅳ　介護予防・日常生活圏域ニーズ調査　 自立 自立＋支援１・２

0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

　閉じこもりの割合（％）

　趣味の会参加者割合（月１回以上）（％）

　スポーツの会参加割合（月１回以上）（％）

　物忘れがある者の割合（％）

 地域リハビリテーション活動支援事業（件数）

#DIV/0!

#DIV/0!

0

0

0 特定施設入居者生活介護

#DIV/0!

 定期巡回随時対応訪問介護看護

 通所介護

 通所リハビリテーション 0

0

 地域密着型通所介護

#DIV/0!

#DIV/0!

0

 通所型サービスＣ（短期集中予防サービス）

0

(3) 認知症総合支援事業

0

0

(5) 一般介護予防事業

 ③認知症地域支援推進員数（人）

認知症予防 趣味活動

0.0%

0.0%

#DIV/0!

 2015年度からの増減率（％） 0.0

#DIV/0!

0.0

0

0 #DIV/0!

サービス利用件数

0

0.0

#DIV/0!

24. 病院・診療所・介護施設の状況

11. 85歳以上高齢化率（％）

 病床(一般）数（床）

#DIV/0!

21. 高齢者一人当たり現役世代数（人）

#DIV/0!  訪問入浴介護 #DIV/0!

2. 広域連合名 0 5. 日常生活圏域数

0

0

#DIV/0!

12. 高齢者世帯数（世帯）

 高齢者独居世帯割合（％）

0

 高齢者夫婦のみ世帯比率（％） 16. 要支援・要介護認定率（％）１号のみ

1. 団体コード 0市町村名

0
6. 人口集中地区の居住者割合（％）0

19. 総合事業対象者数（人）

#DIV/0!

4. 地域区分（級地）

0

0

15. 要支援・要介護認定者数（人） ２号含

17. 認定者のうち第2号被保険者数（人）

018. 認知症日常生活自立度Ⅱa以上（人）

20. 年齢補正後の認定率（％）

3. 市町村類型

 2015年度からの増減率（％） #DIV/0!

#DIV/0!

14. 2040年推計人口（人）

0

 2015年度からの増減率（％）

 2015年度からの増減率（％）

 75歳以上人口（人）

#DIV/0!

0

013. 2025年推計人口（人）

0

#DIV/0!

#DIV/0!

 75歳以上人口（人）

要支援・要介護認定者に
占める割合

#DIV/0! 訪問介護

0

0.0%

7. 総人口（人）

9. 高齢化率（％）

 65歳以上人口（人）

10. 後期高齢化率（％）

 65歳以上75歳未満（人）

0

0

#DIV/0!

 年齢補正後の重度認定率（％）

22. 平均寿命(歳）

23. 平均自立期間（歳）(要介護2以上） 0.0

箇所数/人数/割合
75歳以上人口
1000人あたり

25. 主なサービス受給構造

 年齢補正後の軽度認定率（％）

 85歳以上人口（人）

 75歳以上人口（人）

0

0

 訪問看護ステーション数(箇所）

 (24時間対応)訪問看護ステーション看護職員数（常勤換算）（人）

 薬剤師数（人）

 歯科医師数（人）

8. 第１号被保険者数（人）

 85歳以上（人）

0

0

0

0

0 75歳以上85歳未満（人）

0

 短期入所療養介護

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

 病床(療養）数（床）

 在宅支援診療所数(機能強化型・連携）（箇所）

 歯科訪問診療（診療所、居宅施設数（箇所）

 無床診療所数（床）

0

#DIV/0!

 短期入所生活介護

0

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

0

 訪問看護

 訪問リハビリテーション

 居宅療養管理指導 0

0

0

#DIV/0!

 夜間対応型訪問介護

 訪問型及び通所型サービスと一体的提供

 定期的な安否確認及び緊急時の対応を行う対象者数

 通所介護（通所介護相当）

#DIV/0!

0

0

0

#DIV/0!

0

#DIV/0!

0

0

 ②地域ケア会議個別会議（自立支援型ケアマネジメント）

 介護老人福祉施設

 介護老人保健施設定員数（人）

0

 地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護

 訪問介護（訪問介護相当）

0.0%

0.0%

 介護療養型医療施設

26. 介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況

（

内
容
）

年間件数

0

実施有無

0

0

箇所数

 ②在宅医療介護連携相談支援事業の運営主体

開催数/実施主体

 ①在宅医療介護連携推進協議会開催数（回）

(4) 在宅医療・介護連携推進事業

 ④認知症サポート医数（人）

0

0

 ②生活支援コーディネーター数（人）

#DIV/0!

設置数/人数

0

0

#DIV/0!

0

0

 通所型サービスＢ（住民主体による支援）

 通所型サービスＡ（緩和した基準によるサービス）

 ②認知症サポーター数（人）

 ①協議体（第二層）設置の有無年間件数

 ①認知症初期集中支援チーム対応件数（件）

 ④地域ケア推進会議（施策検討）

 ③地域ケア個別会議（地域課題（テーマ別）の検討（例：在宅医療介護連携））

0

 介護老人保健施設

 訪問サービスＤ（移動支援）

 介護医療院

(1) 訪問型サービス

 自宅死の割合（％）

0

 有床診療所数（床）

 在宅療養支援病院数（箇所）

0

0

0

0

0

年間件数

 介護医療院定員数(人）

 往診を実施する一般診療所数（箇所） 0

 訪問診療を実施する一般診療所数 （箇所）

 一般診療所による訪問診療の実施件数

0

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

0

 看取りを実施する一般診療所数（箇所）

0

0

0

0

事業費内訳

 一般診療所による看取りの実施件数（件）

 老人ホーム施設死の割合（％）

 介護療養型医療施設病床数（床）

 看護小規模多機能型居宅介護

0

#DIV/0!0

#DIV/0!

#DIV/0!

 認知症対応型通所介護

 地域密着型特定施設入居者生活介護

#DIV/0!

0

0

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

年間件数

0

#DIV/0!

0 #DIV/0!

27. 包括的支援事業の実施状況

0

0

(1) 地域ケア会議実施状況

 ①地域ケア会議個別会議（困難事例）

 認知症対応型共同生活介護

0

(2) 通所型サービス 事業費内訳

#DIV/0!

0

0

0

(2) 生活支援体制整備事業0

 訪問サービスＢ（住民主体による支援）

 訪問サービスＣ（短期集中予防サービス）

 訪問サービスＡ（基準緩和）

 介護老人福祉施設定員数（人）

0

 配食サービス

0

0

#DIV/0!

0

 小規模多機能型居宅介護

#DIV/0!

0

0

 うち委託地域包括支援センター箇所数（箇所）

0

 保健福祉事業

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

件数/人数

 （別掲）ブランチ・サブセンター箇所数（箇所）

 うち直営地域包括支援センター箇所数（箇所）

0

0

28. 独自施策

0

 市町村特別給付

自由記載：

通いの場開催頻度 0週1回以上 月1回～4回未満 0

(3) その他の生活支援サービス 事業費内訳 0

通いの場 通いの場の箇所数 0

事業費内訳

0.0%週1回以上の参加率

0

0

0

 介護予防ケアマネジメント件数 0

(4) 介護予防ケアマネジメント 事業費内訳 年間件数

0

 一般介護予防事業評価事業（件数）

会食

30.
リス
ク者
割合

31.
社会
参加
者割
合 　収入のある仕事がある者の割合（月１回以上）（％） 保健事業と介護予防の一体的な実施（件数）

0

0

0

0

年間件数

　ボランティアの会参加者割合（月１回以上）（％）

その他

 認知症カフェ（主体別箇所数）

 介護支援ボランティア（ボランティアポイント）（人数）

体操（運動） 茶話会
主な内容

　運動機能低下の割合（％）

29. 地域包括支援センター



【裏面】

Ⅴ　介護保険事業運営状況 32. 　介護予防支援・居宅介護支援（ケアマネジメント）件数、サービス利用件数、受給者数（要介護度別）

42.   認定者・認定率（第１号被保険者）

市町村債
 計

第４段階

第５段階

第６段階

第８段階

第９段階

第７段階

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

第３段階

0

0

0

0

#DIV/0! 　基金積立金#DIV/0!

#DIV/0!

　保健福祉事業費

0

#DIV/0!

0

 包括的支援事業・任意事業

 生活支援体制整備事業

 認知症総合支援事業

合計 0

0

0

　繰越金

　相互財政安定化事業負担金

 計

0

　財政安定化基金拠出金

 その他

75歳以上 85歳以上

　繰入金

#DIV/0!

合計

35.  サービス費割合、受給者割合

#DIV/0!

0 0

36.　保険料月額基準額の推移（円）

0

0

0

 審査支払手数料

 市町村特別給付費

0.00%0 39.　準備基金一人当たり残高（円）

41.  介護保険特別会計経理状況　保険事業勘定

歳出科目

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

0

0

0

 介護給付交付金

0

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

　使用料及び手数料

 保険者機能強化推進交付金

国庫支出金

　　保険料必要額計 #DIV/0!

　諸収入

 財政安定化基金貸付金

　寄付金

 計

0 0

00

要介護１

 地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）

第１段階

第２段階

介護療養型医療施設
看護小規模多機能型
居宅介護（件数）

居住系サービス

特定施設＋地域密着型特定施設＋GH

金額（円）

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0

0

0

0

0

0

0

34.  所得段階別第1号被保険者数等 被保険者数（人）

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

介護老人福祉施設 介護老人保健施設

0

0

0

0

0 0

0 0

0 0

#DIV/0!

所得段階別人数割合

0

区分

要支援１

要支援２

要介護１

0

0

0

介護予防支援・居宅介護支援

（件数）
小規模多機能型
居宅介護(件数） 介護医療院

施設介護サービス（人）

0

0

0

0

0

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

計

0

0

0

0

0

決算額（円）

0

 その他 0

0

決算額（円）

00

　　標準給付費 #DIV/0!

　介護給付費 #DIV/0!

　予防給付費 #DIV/0!

#DIV/0!

 地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業以外）

#DIV/0!

歳入科目

#DIV/0!

#DIV/0!

認定率内訳（％）

 一般介護予防事業費

 計 0

0

0 0

0

保険給付費

 介護サービス等諸費

 介護予防サービス等諸費 0

0

 高額医療合算介護サービス等費

0

 特定入所者介護サービス等費 0

0

 介護予防・生活支援サービス事業費 0

0

0

　特定入所者サービス費 #DIV/0!

　審査支払手数料 #DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

合計 0

0

0

 計

0

 その他

0

0

 介護サービス事業勘定繰出金

0　予備費

諸支出金
 他会計繰出金

0

0

0

 介護給付費負担金

　分担金及び負担金

 調整交付金

0

#DIV/0!

0

　高額介護サービス費/高額医療合算介護サービス費

要介護３

要介護５

計 0

　　調整交付金調整額

７５歳以上

0

0

0

0

区分 認定者数（人）
認定者内訳（人）

８５歳以上

0

0

 地域支援事業支援交付金

0

0

 地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）

37.　保険料段階数 0 38.　介護給付費準備基金残高（円）

　介護保険料

　　地域支援事業費

0

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

0

支払基金
交付金

都道府県
支出金

　保険料

　　介護準備基金取り崩し #DIV/0!

　　保険料基準額（月額） #DIV/0!

 高額介護サービス等費 0

0

　施設介護サービス(%)

　総務費

#DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

0  地域ケア会議

40.　保険料収納率

第3期（平成18年度） 第4期（平成21年度） 第5期（平成24年度） 第6期（平成27年度） 第7期（平成30年度）

0

　公債費

0

0

0

0

 介護予防把握事業

 介護予防普及啓発事業

 地域介護予防活動支援事業

 一般介護予防事業評価事業

 地域リハビリテーション活動支援事業

(

参

考
）

要介護４

0

要介護２ 0

0

 地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合次事業以外）

 計

 都道府県負担金

 財政安定化基金支出金

 その他

0

0要支援２

00要支援１

#DIV/0!

#DIV/0!

 認定率（％）

 地域包括支援センター運営事業

 任意事業

 在宅医療・介護連携事業

0

0

0 0 0

0

 その他

0

0

0

地域支援事業費

0

0

(

参

考
）

 計 0

0

0

0

0

0

　居宅介護サービス（%）

　　公債費

33.　保険料構造（月額換算相当）

0　相互財政安定化事業交付金

　財産収入 0

0

　居宅介護サービス(%)

（市町村民税世帯非課税で公的年金等収入金額と合計所得金額の合計が80万円以下の者等）

（市町村民税世帯非課税で公的年金等収入金額と合計所得金額の合計が120万円以下の者）

（市町村民税世帯非課税で、第１段階・第２段階以外の者）

（市町村民税本人非課税で公的年金等収入金額と合計所得金額の合計が80万円以下の者）

（市町村民税本人非課税で第４段階以外の者）

（本人市町村民税課税で、合計所得金額120万円未満の者等）

（本人市町村民税課税で、合計所得金額120万円以上200万円未満の者等）

0

0

0

#DIV/0!

　地域密着型サービス(%) #DIV/0!

　施設介護サービス(%) #DIV/0!

　介護予防・生活支援サービス事業費

　一般介護予防事業費

　包括的支援事業・任意事業費

　　保健福祉事業費

　　市町村特別給付費

#DIV/0!

サ
ー

ビ

ス

費
割

合

受

給

者

割

合

（本人市町村民税課税で、合計所得金額200万円以上300万円未満の者等）

（本人市町村民税課税で、合計所得金額300万円以上の者等）

0

0

#DIV/0!

#DIV/0!

0

　地域密着型サービス(%)

【裏面】

42.   認定者・認定率（第１号被保険者）

41.  介護保険特別会計経理状況　保険事業勘定

　使用料及び手数料

　　保険料必要額計

　諸収入

　寄付金

　繰越金

　繰入金

　　調整交付金調整額

　　標準給付費

　保険料

　　介護準備基金取り崩し

　　保険料基準額（月額）

　分担金及び負担金

　　地域支援事業費

　　公債費

33.　保険料構造（月額換算相当）

　相互財政安定化事業交付金

　財産収入

　　保健福祉事業費

　　市町村特別給付費
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１ 本マニュアルについて 

 

本マニュアルは、「令和元年度 老人保健健康増進等事業 介護保険制度の実施状況に係る全体像把

握のためのツールに関する調査研究事業」実施にあたり、保険者シートリニューアルに合わせて作成

されたものである。 

※本調査研究事業に関する報告書、及び資料については当機構ホームページに掲載あり 

※保険者シート、及び本マニュアルについては、今後も改定される可能性がある 

 

２ 保険者シートとは 

 

○ 「保険者シート（以下、本シート）」は、入力支援シートに保険者が保有、公表しているデータを

入力するだけで、各保険者の介護保険制度実施状況を網羅的に確認することができる保険者のた

めのツールである。 

 

○ 保険者シートのコンセプトは、以下の 6項目である。 

① 公表データから作成すること 

② 既存のデータを利用して、簡単に作成できること 

③ 時系列の分析が可能とすること 

④ 地域間比較が可能とすること 

⑤ 保険者の位置が分かること 

⑥ 保険者の進むべき方向が分かること 

 

３ 保険者シートへの期待 

 

○ 市町村（保険者） 

保険者シートから客観的に見えてきたことと、日常業務にて保険者職員が直面している地域の現

状とを合わせて、実態に沿った取り組みや方向性を考えるきっかけづくりができる。 

 

○ 都道府県 

保険者シートを活用する保険者が、実態に沿った取り組みや方向性を見出すことができるよう、

保険者支援の方法を考えるきっかけづくりができる。 
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４ 保険者シートの構成図（出力シートと入力支援シートの関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【裏面】 

【出力シート】 

【表面】 

Ⅰ 基礎データ 
市町村名、1 団体コード、2 広域連合名、3 市町村類型、4 地域区分、 

5 日常生活圏域数、7,9～11 人口・高齢化・現役世代の割合、 

8･17 第 1号・第 2号被保険者数、12 高齢者世帯数（独居・夫婦世帯）、 

13・14 人口推計（2025、2040）・後期高齢者伸び率、 

15・20 要介護度認定者数・認定率、16 要介護認定率、18 認知症高齢者、 

19 総合事業対象者、22･23 平均寿命・平均自立期間 

Ⅱ 在宅医療介護推進体制 
24 病院・診療所・介護施設の状況 

在宅医療の入退院・日常診療・急変時・看取りに関連する、 

病院・診療所・介護施設の状況について（実数と人口あたりの割合）、 

JMAP、在宅医療にかかる地域別データ集からの整理、 

アウトカム指標として、自宅死・老人ホーム死の割合 

25 主なサービス受給構造 

サービス利用件数、要支援・要介護認定者に占める割合、 

介護保険の主要サービスのバランスを分析 

Ⅲ 地域包括ケア推進体制 
26 介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況 

事業費（訪問型・通所型・その他支援サービス、介護予防ケアマネジ

メント、一般介護予防事業（通いの場、一般介護予防事業、地域リ

ハ、介護支援ボランティア、ボランティアポイント、認知症カフェ、

保健事業と介護予防の一体的な実施） 

27 包括的支援事業の実施状況 

地域ケア会議の状況、生活支援体制整備、認知症総合支援、在宅医

療・介護連携推進事業状況 

28 独自施策の実施（市町村特別給付等） 

29 地域包括支援センター 

箇所数、直営・委託、ブランチ 

Ⅳ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 
30.31 要介護リスク者割合と社会参加者割合 

Ⅴ 介護保険実施状況 
32 介護予防支援・居宅介護支援（ケアマネジメント）件数、 

サービス利用件数、受給者数（要介護度別）、 

33 保険料構造（月額換算相当）、34所得段階別第 1 号被保険者、 

35 サービス費割合・受給者割合、36保険料月額基準額の推移、 

37 保険料段階、38 介護給付費準備基金残高、 

39 介護給付費準備基金一人当たり残高、40保険料収納率、 

41 介護保険特別会計経理状況、保険事業勘定(歳入・歳出) 

〔入力支援シート１〕 
 

◆ 基礎データ 

◆ 介護予防・日常生活支援総合事業の 

実施状況 

◆ 包括的支援事業の実施状況 

◆ 独自施策 

◆ 地域包括支援センター 

◆ 保険料構造 

◆ 所得段階別第 1号被保険者数等 

◆ 保険料の推移 

◆ 保険料関連 

◆ 国保データベース（KDB）システム 

◆ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

◆ 都市交通調査・都市計画調査 

（都市モニタリングシート） 

◆ 社会保障・人口問題研究所 推計結果 

◆ 地域医療情報システム（JMAP） 

◆ 在宅医療にかかる地域別データ集 

◆ 地域包括ケア「見える化」システム 

〔入力支援シート２〕 
◆ 居宅（介護予防）サービス給付件数 

（要介護度別） 

◆ 地域密着型（介護予防）サービス給付 

件数（要介護度別） 

◆ 施設（介護予防）サービス給付件数 

（要介護度別） 

〔入力支援シート３〕 
◆ 男女別、年齢区分別要介護（要支援） 

認定者数 

〔入力支援シート４〕 
◆ 居宅（介護予防）サービス受給者数 

（要介護度別） 

◆ 地域密着型（介護予防）サービス受給 

者数（要介護度別） 

◆ 施設サービス受給者数（要介護度別） 

 
〔入力支援シート５〕 

◆ 介護給付費決算額（介護サービス費等 

諸費、介護予防サービス等諸費） 

〔入力支援シート６〕 
◆ 介護保険特別会計経理状況 保健事業 

勘定 

＜歳入＞ 

保険料、分担金及び負担金、使用料及び 

手数料、国庫支出金、支払基金交付金、 

都道府県支出金等 

＜歳出＞ 

総務費、保険給付費、地域支援事業費、 

財政安定化基金拠出金等 

【入力支援シート】 
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５ 指標一覧 

 

Ⅰ 基礎データ 

指標 No 大項目 中項目 引用 

－ 市町村名   

1 団体コード  保険者 

2 広域連合名  保険者 

3 市町村類型  保険者 

4 地域区分（級地）  保険者 

5 日常生活圏域数  保険者 

6 人口集中地区の居住者割合  都市モニタリングシート 

7 総人口  住民基本台帳 

8 第 1 号被保険者数  保険者 

9～11 
高齢化率、後期高齢化率、85 歳以

上高齢化率 
 住民基本台帳 

12 高齢者世帯数  e-stat 

13～14 人口推計（2025 年、2040 年） 
2015 年からの増減率 

75 歳以上人口の増減率 
社会保障人口問題研究所 

15 要介護度認定者数  自動計算、保険者（認定） 

16 要介護認定率  自動計算、保険者（認定） 

17 認定者のうち第 2号被保険者数  保険者（認定） 

18 認知症日常生活自立度Ⅱ a 以上  保険者（認定） 

19 総合事業対象者数  保険者（地域支援事業） 

20 年齢補正後の要介護認定率 
年齢補正後の重度認定率 

年齢補正後の軽度認定率 

地域包括ケア「見える化」

システム 

21 高齢者一人当たり現役世代数  自動計算 

22～23 
平均寿命（男女別）、平均自立期間

（要介護 2以上、男女別） 
 

KDB データベースシステ

ム 

 

Ⅱ 在宅医療介護推進体制 

指標 No 大項目 中項目 引用 

24 在宅医療介護推進体制 病院・診療所・介護施設の状況 JMAP 

25 主なサービス受給構造 
サービス利用件数、要支援・要

介護者に占める割合 

平成 30年度介護保険事業

状況報告 
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Ⅲ 地域包括ケア推進体制 

指標 No 大項目 中項目 引用 

26 
介護予防・日常生活支援総合事

業の実施状況 
各種事業費 平成 30年度事業状況報告 

26 
介護予防・日常生活支援総合事

業の実施状況（訪問型サービス） 
各種訪問型サービス 平成 30年度事業状況報告 

26 
介護予防・日常生活支援総合事

業の実施状況（通所型サービス） 
各種通所型サービス 平成 30年度事業状況報告 

26 
介護予防・日常生活支援総合事

業の実施状況（その他） 
その他の支援サービス 平成 30年度事業状況報告 

26 

介護予防・日常生活支援総合事

業の実施状況（介護予防ケアマ

ネジメント） 

ケアマネジメントＡ、Ｂ及びＣ 平成 30年度事業状況報告 

26 
介護予防・日常生活支援総合事

業（一般介護予防事業） 

一般介護予防事業（通いの場、

地域リハ、介護支援ボランティ

ア）、認知症カフェ、保険事業

と介護予防の一体的な実施 

平成 30年度事業状況報告 

27 
包括的支援事業の実施状況（地

域ケア会議） 
各種地域ケア会議個別会議 平成 30年度事業状況報告 

27 
包括的支援事業の実施状況（生

活支援体制整備） 
生活支援コーディネーター 平成 30年度事業状況報告 

27 
包括的支援事業の実施状況（認

知症総合支援） 

認知症初期集中支援、認知症サ

ポート医、認知症地域支援推進

員 

平成 30年度事業状況報告 

27 
包括的支援事業の実施状（在宅

医療・介護連携推進事業） 

医療介護連携のコーディネー

ター 
平成 30年度事業状況報告 

28 独自施策 市町村特別給付、保健福祉事業 平成 30年度事業状況報告 

29 地域包括支援センター 
総数、及び内訳（直営・委託、

ブランチ） 
平成 30年度事業状況報告 

 

Ⅳ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

指標 No 大項目 中項目 引用 

30 

要介護リスク者割合(運動機能

低下者・閉じこもり者・物忘れが

ある者の割合） 

自立のみ、自立と要支援 1・2 
介護予防・日常生活圏域

ニーズ調査 

31 

社会参加者割合（スポーツの会

参加者、趣味の会参加者、ボラン

ティアの会参加者、収入のある

仕事がある者の割合） 

自立のみ、自立と要支援 1・2 
介護予防・日常生活圏域

ニーズ調査 
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Ⅴ 介護保険事業運営状況 

指標 No 大項目 中項目 引用 

32 

介護予防支援・居宅介護支援（ケ

アマネジメント）件数（要介護度

別） 

 
平成 30年度介護保険事業

状況報告 

32 サービス利用件数、受給者数  
平成 30年度介護保険事業

状況報告 

33 保険料構造（月額換算相当）  第 7 期介護保険事業計画 

34 
所得段階別第 1 号被保険者数、

割合 
第 1段階～第 9段階 第 7期介護保険事業計画 

35 サービス費割合、受給者割合 
居宅介護サービス、地域密着型

サービス、施設介護サービス 

平成 30年度介護保険事業

状況報告 

36 保険料月額基準額の推移 第 3期～第 7期 各介護保険事業計画 

37 保険料段階  第７期介護保険事業計画 

38 介護給付費準備基金残高  平成 30 年度決算 

39 
介護給付費準備基金一人当たり

残高 
 平成 30 年度決算 

40 
保険料収納率（特別徴収・普通徴

収） 
 平成 30 年度決算 

41 
介護保険特別会計経理状況 保

険事業勘定(歳入） 
 

平成 30年度介護保険事業

状況報告 

41 
介護保険特別会計経理状況 保

険事業勘定(歳出） 
 

平成 30年度介護保険事業

状況報告 

42 認定者数・認定率 
認定者数 （要支援・要介護度

別、75 歳以上、85歳以上） 

平成 30年度介護保険事業

状況報告 

42 認定者数・認定率 
認定率（要支援・要介護度別、

75 歳以上、85歳以上） 

平成 30年度介護保険事業

状況報告 
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６ 出力シートの項目と想定される担当部署 

 

指標 No 大項目 担当 

1～4 
市町村名、団体コード、広域連合名、市町村類型、地域区分（給

地） 総括担当（本シート

では一部外部データ

ベースから引用しま

す） 

5 日常生活圏域数 

6 人口集中地区の居住者割合 

7・9～11･21 
総人口、高齢化率、後期高齢化率、85 歳以上高齢化率、高齢者一

人あたり現役世代数 

8･17 第 1 号被保険者数、認定者のうち第 2号被保険者数 資格管理 

12 高齢者世帯数 総括担当（本シート

では外部データベー

スから引用します） 
13～14 人口推計（2025 年、2040 年） 

15・16・20 要介護度認定者数、認定率、年齢補正後の認定率 
要介護認定 

18 認知症日常生活自立度Ⅱ a 以上 

19 総合事業対象者数 地域支援事業担当 

22～23 平均寿命（男女別）、平均自立期間（要介護 2以上、男女別） 国保担当者 

24 在宅医療介護推進体制 
総括担当（本シート
では外部データベー
スから引用します） 

25 主なサービス受給構造 給付管理 

26 介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況 

地域支援事業担当 
27 包括的支援事業の実施状況（地域ケア会議、生活支援体制整備) 

27 
包括的支援事業の実施状況（認知症総合支援、在宅医療・介護連

携推進） 

28 独自施策（市町村特別給付、保健福祉事業） 総括担当 

29 地域包括支援センター数、及び内訳（直営・委託、ブランチ） 総括担当 

30 
要介護リスク者割合(運動機能低下者・閉じこもり者・物忘れが

ある者の割合） 
総括担当 

31 
社会参加者割合（スポーツの会参加者、趣味の会参加者、ボラン

ティアの会参加者、収入のある仕事がある者の割合） 

32 
介護予防支援・居宅介護支援（ケアマネジメント）件数（要介護

度別） 
総括担当 

32 サービス利用件数、受給者数（要介護度別） 給付担当 

33 保険料構造（月額換算相当） 
総括担当 

34 所得段階別第 1号被保険者数、割合 

35 サービス費割合・受給者割合 給付担当 

36～41 

保険料月額基準額の推移、保険料段階数、介護給付費準備残高、

介護給付費準備基金一人当たり残高、保険料収納率、介護保険特

別会計経理状況 

賦課徴収・保険経理 

42 認定者数・認定率 要介護認定 



 

-11- 

 
 

 

７ 介護保険広域連合 担当の方へ 

 

介護保険広域連合の場合、保険者シートについては、広域連合を構成する各市町村において 1 枚

づつ作成ください。なお、在宅医療や介護保険サービスの指標や介護保険財政指標など、介護保険広

域連合単位で集計している項目がある場合は、取りまとめた情報を入力してください。 

 

指標 No 大項目 データ

－ 市町村名 自治体

1 団体コード 自治体

2 広域連合名 広域連合

3 市町村類型 自治体

4 地域区分（級地） 自治体

5 日常生活圏域数 広域連合

6 人口集中地区の居住者割合 自治体

7 総人口 自治体

8 第１号被保険者数 自治体

9～11 高齢化率、後期高齢化率、85歳以上高齢化率 自治体

12 高齢者世帯数 自治体

13～14 人口推計（2025年、2040年） 自治体

15 要介護度認定者数 自治体

16 要介護認定率 自治体

17 認定者のうち第２号被保険者数 自治体

18 認知症日常生活自立度Ⅱa以上 自治体

19 総合事業対象者 自治体

20 年齢補正後の要介護認定率 自治体

21 高齢者一人当たり現役世代数 自治体

22～23 平均寿命（男女）、平均自立期間（要介護２以上、男女） 自治体

24 在宅医療介護推進体制 広域連合

25 主なサービス受給構造 広域連合

26 介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況 自治体

27 包括的支援事業の実施状況 自治体

28 独自施策 自治体

29 地域包括支援センター 自治体

30
要介護リスク者割合(運動機能低下者・閉じこもり者・物忘れがある
者の割合）

自治体

31
社会参加者割合（スポーツの会参加者、趣味の会参加者、ボラン
ティアの会参加者、収入のある仕事がある者の割合）

自治体

32
ケアマネジメント件数（要介護度別）、サービス利用件数、受給者
数

広域連合

33 保険料構造（月額換算相当） 広域連合

34 所得段階別第１号被保険者数、割合 広域連合

35 サービス費割合、受給者割合 広域連合

36 保険料月額基準額の推移 広域連合

37 保険料段階数 広域連合

38 介護給付費準備基金残高 広域連合

39 介護給付費準備基金一人当たり残高 広域連合

40 保険料収納率（特別徴収・普通徴収） 広域連合

41 介護保険特別会計経理状況　保険事業勘定（歳入・歳出） 広域連合

42 認定者数・認定率 広域連合

　Ⅴ　介護保険事業運営状況

　Ⅱ　在宅医療介護推進体制

　I　基礎データ

　Ⅲ　地域包括ケア推進体制

　Ⅳ　介護予防・日常生活圏域ニーズ調査
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８ 保険者シート作成時の基本的なルールと用意するもの 

 

＜基本的なルール＞ 

○ 基本、半角数字で入力する 

○ ％（パーセント）については、小数点第１位まで入力する 

○ プルダウンメニューのあるセルについては、該当する項目を選択する 

 

＜用意するもの＞ 

○ 本マニュアル 

○ 未入力の入力支援シート及び保険者シートのエクセルファイル 介護保険「保険者シート 2020」 

○ 第７期介護保険事業計画 

○ 外部のネットワークにつながるパソコン 

 

＜保護解除パスワード＞ 

○ エクセルファイルは、保護がかかっています。必要に応じて、保護解除の際は、以下のパスワー

ドを入力してください。エクセルシートの保護を解除しなくても入力、作成は可能です。 

保護解除パスワード： IHEP_R1 （数字の「１」） 

 

９ 保険者シートの作成方法 

 

１）「５ 指標一覧」及び「６ 出力シートの項目と想定される担当部署」を参考に入力作業の割振り、

取り纏めの担当者（部署）を決める。 

 

２）入力支援シートへの入力作業を開始する。 ※本マニュアルでは、入力支援シート 1から順に説明 

 

① 入力支援シート 1 

 

□ - 市町村名 

市町村名を文字で入力してください。（例：稲城市） 

 

□ １ 団体コード 

「市町村決算カード」（総務省）に記載された、保険者の団体コード（数字 6桁）を記入し

てください。（例：132250） 

※介護保険の保険者番号とは異なります。 

※入力設定が文字列になっていることを確認してください。「0」から始まる数字も入力がで

きます。 

 

□ 2 （介護保険）広域連合名 

介護保険を広域連合で実施している場合、その名称を文字で入力してください。（例：諏訪

広域連合） 

※広域連合でない場合は、「-（半角）」と入力ください。 
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□ 3 市町村区分（左欄）と市町村類型

（右欄） 

市町村区分は、プルダウンメニュー

（特別区・政令市・中核市・施行時

特例市・一般市・町村）から該当す

る項目を選択してください。 

市町村類型は、プルダウンメニューから（Ⅰ-0～Ⅴ-2）から該当する項目を選択してくださ

い。 

※直近の「市町村決算カード」（総務省）に用いている類型を入力してください。

https://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/card-18.html 

※特別区、政令市、中核市及び施行時特例市の場合は、市町村類型の選択は不要です。 

 

□ 4 地域区分（級地） 

プルダウンメニュー（1～7、その他）から厚生労働大臣が定める介護給付費の１単位の単価

該当する「級地」を選択してください。 

 

□ 5 日常生活圏域数（平成 31年 3月 31 日現在） 

市町村（保険者）が介護保険事業計画で定める日常生活圏域数を入力してください。（例：

4） 

 

□ 6 人口集中地区の居住者割合（%）  

※「入力支援シート 1」中央に入力項目あり 

「都市モニタリングシート」（国土交通省）を基に、入力してください。 

 

手順： 

 

1. 「都市モニタリングシート」（国土交通省）専用ページにアクセスにする。 

https://www.mlit.go.jp/toshi/tosiko/toshi_tosiko_tk_000035.html 

2. 都道府県別【個票】データをダウンロード（エクセルファイル）する。 

（「都市モニタリングシートとレーダーチャート自動作成ツール」＞「（2）モニ

タリングシート【個票】」＞「H29（2017）年度」＞該当する「都道府県」を選

択） 

3. 該当する市町村情報を選択し、

人口推移欄の H27 国勢調査

「DID 人口」及び「夜間人口」

を転記する。 

※「DID 人口」及び「夜間人

口」が空欄になっている市町村

は空欄のままにしてください。 
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□ 7 総人口（人）（平成 31年 3月 31 日現在） 

「住民基本台帳」を基に、各年齢階級人口を入力してください。 

※「65 歳以上人口（人）」には、「75 歳以上人口（人）」及び「85 歳以上人口（人）」、「75

歳以上人口（人）」には、「85歳以上人口（人）」を含みます。 

※年齢不詳者数は除いて入力ください。 

 

□ 8 第 1 号被保険者数（人）（平成 31年 3

月末現在） 

「介護保険事業状況報告 月報（暫定

版）」様式１を基に、各区分の人口を入

力してください。 

https://www.mhlw.go.jp/topics/0103/tp0329-1.html 

※各区分人口のため、「85 歳以上（人）」には、「65 歳以上 75 歳未満（人）」及び「75 歳以

上 85歳未満（人）」は含まない。 

 

□ 12 高齢者世帯数（世帯） 

「e-stat」（総務省）を基に、各項目へ入力してください。 

※「e-stat」は、「戻る」を押すと、初期ページに戻ってしまいます。 

 

手順： 

 

（市町村の選択とデータの出力）※① 

1. 「e-stat」（総務省）専用ページにアクセスにする。 

https://www.e-stat.go.jp/regional-statistics/ssdsview/municipality 

2. 「1 絞り込み」で市町村の絞り込みを行う。 

「地域区分」のプルダウンメニューから該当の都道府県を選択し、「実行」を押

す。 

※必要に応じて「絞り込み」項目を利用してください。 

3. 「2 地域候補」から該当の市町村を選択し、「地域を選択」を押す。 

4. 「選択中地域」欄から該当市町村を選択し、「確定」を押す。 

 

（必要項目のデータ出力）※② 

5. 「1 絞り込み」で、「基礎データ」及び「Ａ 人口・世帯」を選択する。 

6. 「キーワード検索」欄に、以下の項目を入力し「実行」を押し、「項目候補」へ

反映させる。 

※検索用語は、項目の一部でも検索可能。 

 A710101 一般世帯数（世帯） 

 A811102 65 歳以上の世帯員のいる核家族世帯数（世帯） 

 A8201  高齢者夫婦のみの世帯数（世帯） 

 A8301  高齢者単身世帯数（65 歳以上の者１人）（世帯） 

7. 「項目候補」から必要項目を選択し、「項目を選択」を押す。 

8. 「選択中項目」欄から該当項目を選択し、「確定」を押し、情報を出力する。 
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9. 該当項目の情報を転記する。 

※①                       ※② 

 

□ 13～14  2025 年及び 2040 年将来推計人口（人） 

「日本の地域別将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所）を基に、各項目へ入力

してください。 

 

手順： 

 

1. 「日本の地域別将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所）専用ページに

アクセスにする。 

http://www.ipss.go.jp/pp-

shicyoson/j/shicyoson18/3kekka/Municipalities.asp 

2. 都道府県を選択し、エクセルファイルをダウンロードする。 

3. 該当する市町村情報を選

択し、2015 年、2025 年及

び 2040 年の「男女計」か

つ「（再掲）75歳以上）」

人口数を転記する。 

※東日本大震災の影響に

より、福島県の人口推計

が掲載されていません。

福島県内の保険者で独自

に人口推計を行っている場合は、その情報を用いて入力してください。 

 

□ 18 認知症高齢者の日常生活自立度 Ⅱa以上の人数（人）（平成 31年 3月 31 日現在） 

認定調査員が判定した「認定調査票」を基に、第 2号被保険者含む要介護認定者に占める認

知症高齢者の日常生活自立度 Ⅱa以上の人数を入力してください。 
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（認知症高齢者の日常生活自立度がわからない場合） 

「要介護認定データを用いた地域分析ツール」（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式

会社）を活用し算出してください。 

 

手順： 

 

1. 「平成 30年度 厚生労働省老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事

業）」専用ページにアクセスにする。 

https://www.murc.jp/report/rc/policy_rearch/public_report/koukai_190410/ 

2. 「地域分析ツール（市町

村）」を選択し、エクセル

ファイルをダウンロードす

る。 

3. 「操作シート」の表記に沿

って進め、集計する。 

※「地域分析ツール利用マ

ニュアル」、「認定ソフトか

らのデータ出力方法」も活

用してください。 

 

□ 19 介護予防・日常生活支援総合事業対象者数（人）（平成 31年 3月 31 日現在） 

基本チェックリストにて事業対象者として認められた人数を入力してください。 

※基本チェックリストについては、以下の資料 P.16 をご確認ください。 

https://www.mhlw.go.jp/topics/2009/05/dl/tp0501-1_01.pdf 

 

□ 20 年齢補正後の認定率（%） 

地域包括ケア「見える化」システム（厚生労働省）を基に、転記してください。 

※ログイン ID及びパスワードが必要 

※ID 及びパスワードがない場合は、新規登録から ID 及びパスワードを発行してください。 

 

手順： 

 

1. 「地域包括ケア『見える化』システ

ム」（厚生労働省）専用ページにア

クセスにする。 

https://mieruka.mhlw.go.jp/ 

2. 専用サイトにログインする。 

3. ログイン後、左上のプルダウンメ

ニューから市町村を選択し、「現状

分析」を押す。 

※「H30（2018）」に設定し確認す

る。 
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（「B5-a. 【地域】合計調整済み認定率（%）」の見方） 

4. 市町村の選択後、「現状分析」を押

し、以下の項目を選択、グラフを表示

する。 

 大分類：「認定」 

 中分類：「認定率」 

 「調整済み認定率」 

5. 画面左上のタブを「グラフ」表示から

「表」表示へ切り替え、「【地域】合計

調整済み認定率（%）」を転記する。 

 

（「B6-a.【地域】調整済み重度認定率（%）」、及び「B6-b.【地域】調整済み軽度認定

率（%）」の見方） 

6. 4.で選択した「調整済み認定率」を、「調整済み重度認定率」及び「調整済み軽

度認定率」に変更し、該当項目の情報を確認、転記する 

 

□ 22～23 平均寿命（歳）、平均自立期間（歳） 

「国保データベース（ＫＤＢ）」（国保連合会）を基

に、男女別の「平均寿命（歳）」と男女別「平均自立

期間（要介護 2以上）」を転記してください。 

※該当項目の情報が表示されない場合は、「-」と入

力してください。 

 

□ 24 病院・診療所・介護施設の状況 

「地域医療情報システム（ＪＭＡＰ）」（日本医師会）

を基に、転記してください。 

 

手順： 

 

1. 「地域医療情報システム（ＪＭＡＰ）」（日本医師会）専用ページにアクセスにす

る。 

http://jmap.jp/ 

2. 「地域別統計」を選択する。 

3. 下記の通り、各項目のプルダウンメニューからそれぞれ選択し、「この条件で再

集計する」を押す。 

 

 都道府県：管轄する都道府県を選択（例：東京都） 



 

-18- 

 
 

 

 集計方法：市町村別集計 

 集計項目（Ａ）： 

病床数（一般）、病床数（療養）

（床）、有床診療所数（箇所）、

無床診療所数（箇所）、医療機関

医師数（人）、歯科医師数

（人）、薬剤師数（人） 

 集計項目（Ｂ）：（指定しない） 

4. 表示された各情報を転記する。 

 

□ 24 在宅医療にかかる地域別データ 

「在宅医療にかかる地域別データ集」（厚生労働省）を基に、転記してください。 

 

手順： 

 

1. 「在宅医療の推進について」（厚生労働省）専用ページにアクセスにする。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000061944.html 

2. 「在宅医療にかかる地域別データ集」エクセルファイルをダウンロードする。 

3. 次の点に注意し情報を転記する。 

 平成 29 年 10 月 1 日、または平成 29 年 3 月 31 日時点のデータを参照する 

 エクセルシート上から 1行目の「項目番号」から該当する項目番号の情報を

確認する 

※必要項目のうち、調

査結果が無い項目（特

に、「介護医療院定員

数」）については、市区

町村（保険者）が保有

するデータにて代用く

ださい。市町村（保険

者）が保有するデータがない場合は、「‐」を入力ください。 

 

□ 26 介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況 

市町村（保険者）におけるそれぞれ実施状況を入力してください。 

 

※「実施の有無」欄については、プルダウンメニュー（「〇（実施）」または「-（未実

施）」）から該当するものを選択してください 

※「年間事業費（円）」欄には、本事業の実施にかかわる「高額総合事業サービス費」や

「審査支払手数料」、間接的な「人材育成」等にかかる費用は含まない。 

 

（1） 「訪問型サービス」利用件数（平成 30年度） 

（2） 「通所型サービス」利用件数（平成 30年度） 

（3） 「その他の生活支援サービス」： 
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※総合事業として実施しているものに絞って入力してください。 

※下記以外に実施している場合は、具体的な内容を「内容」欄に入力してください。 

 配食サービス利用件数（平成 30 年度） 

※1食分/件として数える。 

 定期的な安否確認及び緊急時の対応を行う対象者数（平成31年3月31日現在） 

 訪問型及び通所型サービスと一体的提供利用件数（平成 30年度） 

（4） 「介護予防ケアマネジメント」 

ケアマネジメントＡ、Ｂ及びＣを合計した件数（平成 30 年度） 

（5） 「一般介護予防事業」： 

 

「通いの場」の定義 

 体操や趣味活動等を行い介護予防に資すると市町村が判断する通いの場であ

ること。 

 通いの場の運営主体は、住民であること。 

 通いの場の運営について、市町村が財政的支援（地域支援事業の一次予防事

業、地域支援事業の任意事業、市町村の独自事業等）を行っているものに限ら

ない。 

 月 1 回以上の活動実績があること。 

 

入力に関する特記： 

 「通いの場」箇所数（すべての箇所数）（平成 31年 3月 31 日現在） 

上記「通いの場」の定義に沿う箇所数を入力してください。 

 週 1回以上の「通いの場」の参加率（%）（平成 31 年 3月 31 日現在） 

 

 

「通いの場」参加率（%）= ×100 

 

 週 1回以上で開催している「通いの場」箇所数（平成 31 年 3 月 31 日現在） 

 月 1回～4回未満で開催している「通いの場」箇所数（平成 31年 3月 31 日現

在） 

 

「一般介護予防事業評価事業」実施の有無（平成 30 年度） 

介護保険事業計画に定める「一般介護予防事業 一般介護予防事業評価事業」実施の有

無を入力してください。 

※本項目の件数については、「介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実

施状況（平成 29 年度実施分）に関する調査結果（概要）」を参考にデータ収集はしな

い。 

資料：https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000485188.pdf 

 

「地域リハビリテーション活動支援事業 専門職派遣回数」派遣回数（平成 30 年度） 

個人宅、事務所、住民主体の通いの場、地域ケア会議等への専門職派遣の年間派遣回

数を入力してください。 
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※地域リハビリテーション活動支援事業以外の派遣も含む。 

    

（6） 「介護支援ボランティア登録数」（平成 31 年度 3月 31 日現在） 

介護支援ボランティア（通称：ボランティアポイント）の登録人数を入力してください。 

     

（7） 「認知症カフェ箇所数」（平成 31 年度 3月 31 日現在） 

※認知症総合支援事業に基づく認知症カフェも含む。 

 

（8） 「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施件数」件数（平成 31 年度 3 月 31 日現

在） 

 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施の実施有無を入力してください。 

※本制度の施行は、令和 2年 4月 1日を予定している。 

資料：https://www.mhlw.go.jp/content/12601000/000529368.pdf 

 

□ 27 包括的支援事業の実施状況 

市町村（保険者）で把握している包括的支援事業の実施状況を入力してください。 

 

※「実施の有無」欄については、プルダウンメニュー（「〇（実施）」または「-（未実

施）」）から該当するものを選択してください 

 

（1） 「地域包括ケア会議の実施状況」：実施件数（平成 30年度） 

開催している会議名称が異なる場合、①～④の趣旨に沿った会議であれば「〇（実

施）」とし、件数を入力してください。 

（2） 「生活支援体制整備事業」：  

① 協議体（第二層）設置の有無（平成 31年 3月 31 日時点） 

② 生活支援コーディネーター数（平成 31年 3月 31 日時点） 

第一層及び第二層も含めた合計人数を入力してください。 

（3） 「認知症総合支援事業」： 

① 認知症初期集中支援チーム対応件数（平成 30 年度） 

② 認知症サポーター数（平成 31年 3月 31 日時点） 

「認知症サポーターの養成状況」（認知症サポーターキャラバン）を基に、を転

記してください。 

 

手順： 

 

1. 「認知症サポーターの養成状況」専用ページにアクセスにする。 

http://www.caravanmate.com/result/ 

2. 「市町村」を選択し、市町村を検索、「サポーター数」を転記する。 

（「自治体・地域での認知症サポーターキャラバン実施状況」＞「市町村」） 
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③ 認知症地域支援推進員数（平成 31年 3月 31 日時点） 

④ 認知症サポート医数（平成 31年 3月 31 日時点） 

（4） 「在宅医療介護連携推進事業」： 

① 在宅医療介護連携推進協議会開催数（平成 30 年度） 

② 在宅医療介護連携相談支援事業の運営主体：プルダウンメニューから選択 

 

□ 28 独自施策：実施の有無（平成 31 年 3 月 31 日時点） 

市町村（保険者）におけるそれぞれの実施有無を入力してください。 

 

□ 29 地域包括支援センター：箇所数（平成 31 年 3月 31 日時点） 

市町村（保険者）におけるそれぞれの箇所数を入力してください。 

 

□ 30～31 要介護リスク者割合・社会参加者割合（%） 

市町村（保険者）にて実施した「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」結果（直近の調

査）を基に、転記及び算出し入力してください。 

※介護予防・日常生活圏域ニーズ調査を実施していない、実施していない項目がある場

合、あるいは割合を算定できない場合は、「-」を入力してください。 

 

運動機能低下者の割合（%） 

次の 5項目のうち、3 項目以上該当の場合は、運動機能低下と定義。 

①    階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか（「できない」を選択） 

②    椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がっていますか 

（「できない」を選択） 

③    15 分位続けて歩いていますか（「できない」を選択） 

④    過去 1年間んに転んだ経験がありますか（「何度もある」「１度ある」を選択） 

⑤    転倒に対する不安は大きいですか（「とても不安である」「やや不安である」を選択） 

閉じこもり者の割合（%） 
「週に１回以上は外出していますか」の設問で、「ほとんど外出しない」「週１回」に該当する

割合（週１回以下の外出頻度で閉じこもり者と定義） 

物忘れがある者の割合（%） 「物忘れが多いと感じますか」の設問で「はい」に該当する割合 

 

□ 33 保険料構造（円） 

第 7期介護保険事業計画を手元に置き、3年間の計画値を転記してください。 

※≪確認用≫セルに、月額換算相当が表示されます。 

※事業計画書に詳細の記載がない場合には、地域包括ケア「見える化」システムの「保険

料推計ワークシート」等を参照し、第 7期介護保険事業計画の数値を入力してください。

入力の際は、単位（円）、（千円）の表記に注意してください。 
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※小数点以下の処理、調整交付金額の「-（マイナス）」や「＋（プラス）」の入力間違

い、必要項目の入力漏れなどにより、実際の金額とずれが生じる可能性があるため、ご注

意ください。 

 

入力に関する特記： 

 ①「標準給付費」（円）： 

※標準給付費に占める「消費税率の見直しを勘案した影響額」等を別途計上して

いる場合は、介護給付費に含めてください。 

 

 ⑤「調整交付金調整額」（円）： 

「調整交付金調整額」=「相当額」-「見込額」 

※計算の結果、「-（マイナス）」となった場合は、そのまま「-」を含んで入力し

てください。 

 

 ⑦「保険料必要額計」（円）： 

「保険料必要額計」= 

（①「標準給付費」＋②「地域支援事業費」）×23％＋③「保健福祉事業費」

＋④「市町村特別給付費」＋⑤「調整交付金調整額」＋⑥「公債費」 

 

 ⑨「所得段階別加入割合補正後第 1号被保険者数」（人）： 

介護保険事業計画を策定する際に、弾力化された保険料段階と保険料率で算出

した事業計画期間（３年間）の所得段階別補正後第１号被保険者数を入力して

ください。 

 

月額換算相当額の算出方法： ※以下、自動計算されます 

 

 「保険料必要額」（月額換算相当）＝ 

「保険料必要額計」（3年計画値） 

⑨「所得段階別加入割合補正後被保険者数」× ⑩「予定収納率」×12 ヶ月 

 

 「準備基金取崩し額」（月額換算相当）= 

「準備基金取崩し額」（3年計画値） 

⑨「所得段階別加入割合補正後被保険者数」× ⑩「予定収納率」×12 ヶ月 

 

 「保険料基準額（月額換算相当）」= 

⑦「保険料必要額月額換算」- ⑧「準備基金取崩月額換算」 

 

□ 34 所得段階別第 1号被保険者数（人数）（平成 30 年 4月 1日現在） 

国が定める所得段階（第 1～9段階）において各段階の人数を入力してください。 

 

□ 36 第 3 期～第 7期の保険料月額基準額の推移（円）（第 3期～第 7期） 

第 3期～第 7期の保険料月額基準額（円）を入力してください。 
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□ 37 保険料段階（例：15） 

第 7 期で採用している、市町村における保険料段階を入力してください。 

※弾力化を行っている市町村の場合は、弾力化後の段階数を入力してください。 

 

□ 38 介護給付費準備基金残高（円） 

平成 30 年度決算における残高を入力してください。 

 

□ 40 保険料収納率（%） 

現年度分の収納率（特別徴収、及び普通徴収を合わせた調停額）に対する収納額の割合を入

力してください。 

※過年度分は除いてください。 

 

② 入力支援シート 2 

□ 25 主なサービスの受給と利用者件数 

平成 31 年 3 月分「介護保険事業報告」を基に、入力してください。 

 

③ 入力支援シート 3 

□ 42 要支援・介護度別認定者数（件数） 

平成 31 年 3 月分「介護保険事業報告」を基に、入力してください。 

 

④ 入力支援シート 4 

□ 32 要支援・要介護度別ケアマネジメント件数、受給者数（件数/人数） 

平成 31 年 3 月分「介護保険事業報告」の（様式 1の 6）を基に、入力してください。 

※値が「-（マイナス）」になっていることがありますが、そのまま入力してください。また、

同月内に複数の施設利用がある場合は、各欄を単純に足したものと合計が合わない場合が

あります。「施設介護サービス受給者数（人）」の総数も入力してください。 

 

⑤ 入力支援シート 5 

□ 35 サービス費割合、受給者割合（円） 

平成 30 年度「決算額（決算資料）」を基に、入力してください。 

※高額介護サービス費、高額合算医療介護サービス費、特定入所者介護（予防）サービス費、

審査支払手数料は含まない。 

 

⑥ 入力支援シート 6 

□ 41 介護保険特別会計経理状況 保険事業勘定（歳入、歳出）（円） 

平成 30 年度「決算額（決算資料）」を基に、それぞれの項目に入力してください。 

※歳出「地域支援事業費」のうち、「介護予防・生活支援サービス事業費」、「一般介護予防

事業費」、及び「包括的支援事業・任意事業費」に当てはまらないものは、「その他」として

入力してください。 
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■出力シート一覧 

 

 

 

 

 

 

（平成30年度決算見込版）

Ⅰ基礎データ

男 女

男 女

Ⅱ　在宅医療介護推進体制

 医療機関医師数（人）

Ⅲ　地域包括ケア推進体制

実施

有無

実施

有無

0 0

0 0

0 0

0 0

0
実施

有無

実施

有無 0

0 0

0
実施

有無

0 0

0 0
実施

有無 0

0 0

0
実施

有無

0 0

実施

有無

0

0 0 0

0 0 0
実施

有無

0

0

(6) 0

(7) 0

(8) 0

0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

Ⅳ　介護予防・日常生活圏域ニーズ調査　 自立 自立＋支援１・２

0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

　閉じこもりの割合（％）

　趣味の会参加者割合（月１回以上）（％）

　スポーツの会参加割合（月１回以上）（％）

　物忘れがある者の割合（％）

 地域リハビリテーション活動支援事業（件数）

#DIV/0!

#DIV/0!

0

0

0 特定施設入居者生活介護

#DIV/0!

 定期巡回随時対応訪問介護看護

 通所介護

 通所リハビリテーション 0

0

 地域密着型通所介護

#DIV/0!

#DIV/0!

0

 通所型サービスＣ（短期集中予防サービス）

0

(3) 認知症総合支援事業

0

0

(5) 一般介護予防事業

 ③認知症地域支援推進員数（人）

認知症予防 趣味活動

0.0%

0.0%

#DIV/0!

 2015年度からの増減率（％） 0.0

#DIV/0!

0.0

0

0 #DIV/0!

サービス利用件数

0

0.0

#DIV/0!

24. 病院・診療所・介護施設の状況

11. 85歳以上高齢化率（％）

 病床(一般）数（床）

#DIV/0!

21. 高齢者一人当たり現役世代数（人）

#DIV/0!  訪問入浴介護 #DIV/0!

2. 広域連合名 0 5. 日常生活圏域数

0

0

#DIV/0!

12. 高齢者世帯数（世帯）

 高齢者独居世帯割合（％）

0

 高齢者夫婦のみ世帯比率（％） 16. 要支援・要介護認定率（％）１号のみ

1. 団体コード 0市町村名

0
6. 人口集中地区の居住者割合（％）0

19. 総合事業対象者数（人）

#DIV/0!

4. 地域区分（級地）

0

0

15. 要支援・要介護認定者数（人） ２号含

17. 認定者のうち第2号被保険者数（人）

018. 認知症日常生活自立度Ⅱa以上（人）

20. 年齢補正後の認定率（％）

3. 市町村類型

 2015年度からの増減率（％） #DIV/0!

#DIV/0!

14. 2040年推計人口（人）

0

 2015年度からの増減率（％）

 2015年度からの増減率（％）

 75歳以上人口（人）

#DIV/0!

0

013. 2025年推計人口（人）

0

#DIV/0!

#DIV/0!

 75歳以上人口（人）

要支援・要介護認定者に
占める割合

#DIV/0! 訪問介護

0

0.0%

7. 総人口（人）

9. 高齢化率（％）

 65歳以上人口（人）

10. 後期高齢化率（％）

 65歳以上75歳未満（人）

0

0

#DIV/0!

 年齢補正後の重度認定率（％）

22. 平均寿命(歳）

23. 平均自立期間（歳）(要介護2以上） 0.0

箇所数/人数/割合
75歳以上人口
1000人あたり

25. 主なサービス受給構造

 年齢補正後の軽度認定率（％）

 85歳以上人口（人）

 75歳以上人口（人）

0

0

 訪問看護ステーション数(箇所）

 (24時間対応)訪問看護ステーション看護職員数（常勤換算）（人）

 薬剤師数（人）

 歯科医師数（人）

8. 第１号被保険者数（人）

 85歳以上（人）

0

0

0

0

0 75歳以上85歳未満（人）

0

 短期入所療養介護

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

 病床(療養）数（床）

 在宅支援診療所数(機能強化型・連携）（箇所）

 歯科訪問診療（診療所、居宅施設数（箇所）

 無床診療所数（床）

0

#DIV/0!

 短期入所生活介護

0

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

0

 訪問看護

 訪問リハビリテーション

 居宅療養管理指導 0

0

0

#DIV/0!

 夜間対応型訪問介護

 訪問型及び通所型サービスと一体的提供

 定期的な安否確認及び緊急時の対応を行う対象者数

 通所介護（通所介護相当）

#DIV/0!

0

0

0

#DIV/0!

0

#DIV/0!

0

0

 ②地域ケア会議個別会議（自立支援型ケアマネジメント）

 介護老人福祉施設

 介護老人保健施設定員数（人）

0

 地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護

 訪問介護（訪問介護相当）

0.0%

0.0%

 介護療養型医療施設

26. 介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況

（

内
容
）

年間件数

0

実施有無

0

0

箇所数

 ②在宅医療介護連携相談支援事業の運営主体

開催数/実施主体

 ①在宅医療介護連携推進協議会開催数（回）

(4) 在宅医療・介護連携推進事業

 ④認知症サポート医数（人）

0

0

 ②生活支援コーディネーター数（人）

#DIV/0!

設置数/人数

0

0

#DIV/0!

0

0

 通所型サービスＢ（住民主体による支援）

 通所型サービスＡ（緩和した基準によるサービス）

 ②認知症サポーター数（人）

 ①協議体（第二層）設置の有無年間件数

 ①認知症初期集中支援チーム対応件数（件）

 ④地域ケア推進会議（施策検討）

 ③地域ケア個別会議（地域課題（テーマ別）の検討（例：在宅医療介護連携））

0

 介護老人保健施設

 訪問サービスＤ（移動支援）

 介護医療院

(1) 訪問型サービス

 自宅死の割合（％）

0

 有床診療所数（床）

 在宅療養支援病院数（箇所）

0

0

0

0

0

年間件数

 介護医療院定員数(人）

 往診を実施する一般診療所数（箇所） 0

 訪問診療を実施する一般診療所数 （箇所）

 一般診療所による訪問診療の実施件数

0

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

0

 看取りを実施する一般診療所数（箇所）

0

0

0

0

事業費内訳

 一般診療所による看取りの実施件数（件）

 老人ホーム施設死の割合（％）

 介護療養型医療施設病床数（床）

 看護小規模多機能型居宅介護

0

#DIV/0!0

#DIV/0!

#DIV/0!

 認知症対応型通所介護

 地域密着型特定施設入居者生活介護

#DIV/0!

0

0

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

年間件数

0

#DIV/0!

0 #DIV/0!

27. 包括的支援事業の実施状況

0

0

(1) 地域ケア会議実施状況

 ①地域ケア会議個別会議（困難事例）

 認知症対応型共同生活介護

0

(2) 通所型サービス 事業費内訳

#DIV/0!

0

0

0

(2) 生活支援体制整備事業0

 訪問サービスＢ（住民主体による支援）

 訪問サービスＣ（短期集中予防サービス）

 訪問サービスＡ（基準緩和）

 介護老人福祉施設定員数（人）

0

 配食サービス

0

0

#DIV/0!

0

 小規模多機能型居宅介護

#DIV/0!

0

0

 うち委託地域包括支援センター箇所数（箇所）

0

 保健福祉事業

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

件数/人数

 （別掲）ブランチ・サブセンター箇所数（箇所）

 うち直営地域包括支援センター箇所数（箇所）

0

0

28. 独自施策

0

 市町村特別給付

自由記載：

通いの場開催頻度 0週1回以上 月1回～4回未満 0

(3) その他の生活支援サービス 事業費内訳 0

通いの場 通いの場の箇所数 0

事業費内訳

0.0%週1回以上の参加率

0

0

0

 介護予防ケアマネジメント件数 0

(4) 介護予防ケアマネジメント 事業費内訳 年間件数

0

 一般介護予防事業評価事業（件数）

会食

30.
リス
ク者
割合

31.
社会
参加
者割
合 　収入のある仕事がある者の割合（月１回以上）（％） 保健事業と介護予防の一体的な実施（件数）

0

0

0

0

年間件数

　ボランティアの会参加者割合（月１回以上）（％）

その他

 認知症カフェ（主体別箇所数）

 介護支援ボランティア（ボランティアポイント）（人数）

体操（運動） 茶話会
主な内容

　運動機能低下の割合（％）

29. 地域包括支援センター
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【裏面】

Ⅴ　介護保険事業運営状況 32. 　介護予防支援・居宅介護支援（ケアマネジメント）件数、サービス利用件数、受給者数（要介護度別）

42.   認定者・認定率（第１号被保険者）

第４段階

第５段階

第６段階

第８段階

第９段階

第７段階

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

0

　相互財政安定化事業負担金

 計

0

0

　財政安定化基金拠出金

0

 その他

75歳以上 85歳以上

 地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）

　公債費0要支援２

00要支援１

#DIV/0!

#DIV/0! 　基金積立金#DIV/0!

#DIV/0!

　保健福祉事業費

0

#DIV/0!

0

 包括的支援事業・任意事業

#DIV/0!

合計

35.  サービス費割合、受給者割合

#DIV/0!

0 0

36.　保険料月額基準額の推移（円）

0

0

0

 審査支払手数料

 市町村特別給付費

0.00%0 39.　準備基金一人当たり残高（円）

41.  介護保険特別会計経理状況　保険事業勘定

歳出科目

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

0

0

0

 介護給付交付金

0

0

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

　使用料及び手数料

 保険者機能強化推進交付金

国庫支出金

　　保険料必要額計 #DIV/0!

　諸収入

 財政安定化基金貸付金

　寄付金

 計

0 0

00

要介護１

第３段階

金額（円）

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0

0 0

第１段階

第２段階

介護療養型医療施設

0

0

0

0

0

0

0

34.  所得段階別第1号被保険者数等 被保険者数（人）

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

看護小規模多機能型
居宅介護（件数）

居住系サービス

特定施設＋地域密着型特定施設＋GH

0

0

0

介護老人福祉施設 介護老人保健施設

0

0

0

0

#DIV/0!

所得段階別人数割合

0

区分

要支援１

要支援２

要介護１

0

0

0

介護予防支援・居宅介護支援

（件数）

小規模多機能型
居宅介護(件数） 介護医療院

施設介護サービス（人）

0

0

0

0

0

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

計

0

0

0

0

0

決算額（円）

0

 その他 0

 一般介護予防事業費

 計 0

0

0 0

0

 高額介護サービス等費 0

0

保険給付費

決算額（円）

 介護サービス等諸費

 介護予防サービス等諸費 0

0

00

 高額医療合算介護サービス等費

0

 特定入所者介護サービス等費 0

0

 介護予防・生活支援サービス事業費 0

0

0

0

 生活支援体制整備事業

 認知症総合支援事業

合計 0

0

0 0

　繰越金

　繰入金

市町村債
 計

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

合計 0

0

0

 計

0

 その他

0

0

 介護サービス事業勘定繰出金

0　予備費

諸支出金
 他会計繰出金

0

0

0

0

#DIV/0!

#DIV/0!

認定率内訳（％）

0

#DIV/0!

0

　高額介護サービス費/高額医療合算介護サービス費

要介護３

要介護５

計 0

　　調整交付金調整額

７５歳以上

0

0

0

0

区分 認定者数（人）
認定者内訳（人）

８５歳以上

0

0

　特定入所者サービス費 #DIV/0!

　審査支払手数料 #DIV/0!

　　標準給付費 #DIV/0!

　介護給付費 #DIV/0!

　予防給付費 #DIV/0!

#DIV/0!

 地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業以外）

#DIV/0!

歳入科目

　保険料

　　介護準備基金取り崩し #DIV/0!

　　保険料基準額（月額） #DIV/0!

 介護給付費負担金

　分担金及び負担金

 調整交付金

 地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）

37.　保険料段階数 0 38.　介護給付費準備基金残高（円）

　介護保険料

　　地域支援事業費

 その他

0

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

0 40.　保険料収納率

第3期（平成18年度） 第4期（平成21年度） 第5期（平成24年度） 第6期（平成27年度） 第7期（平成30年度）

 地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合次事業以外）

 計

 都道府県負担金

 財政安定化基金支出金

 地域支援事業支援交付金

0

 介護予防把握事業

 介護予防普及啓発事業

 地域介護予防活動支援事業

 一般介護予防事業評価事業

 地域リハビリテーション活動支援事業

(

参
考
）

要介護４

0

要介護２ 0

0

　地域密着型サービス(%)

　施設介護サービス(%)

　総務費

#DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

0  地域ケア会議

#DIV/0!

 認定率（％）

 地域包括支援センター運営事業

 任意事業

 在宅医療・介護連携事業

0

0

0 0 0

0

 その他

0

0

0

地域支援事業費

0

0

(

参
考
）

 計 0

0 0

0

0

0

0

　居宅介護サービス（%）

　　公債費

33.　保険料構造（月額換算相当）

0　相互財政安定化事業交付金

　財産収入 0

0

　居宅介護サービス(%)

（市町村民税世帯非課税で公的年金等収入金額と合計所得金額の合計が80万円以下の者等）

（市町村民税世帯非課税で公的年金等収入金額と合計所得金額の合計が120万円以下の者）

（市町村民税世帯非課税で、第１段階・第２段階以外の者）

（市町村民税本人非課税で公的年金等収入金額と合計所得金額の合計が80万円以下の者）

（市町村民税本人非課税で第４段階以外の者）

（本人市町村民税課税で、合計所得金額120万円未満の者等）

（本人市町村民税課税で、合計所得金額120万円以上200万円未満の者等）

0

0

0

0

0

0

0

0

支払基金
交付金

都道府県
支出金

#DIV/0!

　地域密着型サービス(%) #DIV/0!

　施設介護サービス(%) #DIV/0!

　介護予防・生活支援サービス事業費

　一般介護予防事業費

　包括的支援事業・任意事業費

　　保健福祉事業費

　　市町村特別給付費

#DIV/0!

サ
ー

ビ
ス
費

割
合

受
給
者

割
合

（本人市町村民税課税で、合計所得金額200万円以上300万円未満の者等）

（本人市町村民税課税で、合計所得金額300万円以上の者等）

0

0

#DIV/0!

#DIV/0!
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入力支援シート一覧 

 

《入力支援シート１》 

 

 

 

〔入力支援シート１〕

（圏域数/人）

－

1

2

3 表示は右欄のみ

4

5

0

　　15歳以上64歳人口 0

　　65歳以上人口 0

　　75歳以上人口 0

　　85歳以上人口 0

0

　　65歳以上75歳未満の第1号被保険者数 0

　　75歳以上85歳未満の第1号被保険者数 0

　　85歳以上の第1号被保険者数 0

18 0

19 0

26 介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況 実施の有無/自由記載 件数/人/箇所数 円（年間事業費）

　(1)　訪問型サービス　年間事業費 0

　　訪問介護（訪問介護相当）利用件数 0

　　訪問サービスＡ（基準緩和）利用件数 0

　　訪問サービスＢ（住民主体による支援）利用件数 0

　　訪問サービスＣ（短期集中予防サービス）利用件数 0

　　訪問サービスＤ（移動支援）利用件数 0

　(2)　通所型サービス　年間事業費 0

　　通所介護（通所介護相当）利用件数 0

　　通所型サービスＡ（緩和した基準によるサービス）利用件数 0

　　通所型サービスＢ（住民主体による支援）利用件数 0

　　通所型サービスＣ（短期集中予防サービス）利用件数 0

　(3)　その他の生活支援サービス　年間事業費 0

　　配食サービス利用件数 0

　　定期的な安否確認及び緊急時の対応を行う対象者数 0

　　訪問型及び通所型サービスと一体的提供利用件数 0

　（内容） 自由記載：

0

　　ケアマネジメントＡ、Ｂ及びＣを合計した件数 0

0

　「通いの場」箇所数 0

　週1回以上の「通いの場」の参加率 0.0%

　週１回以上で開催している「通いの場」箇所数 0

　月１回～４回未満で開催している「通いの場」箇所数 0

　　　　「通いの場」における主な活動内容

　体操（運動）

　会食

　茶話会

　認知症予防

　趣味活動

　その他 　（上記５項目以外を実施している場合）

　一般介護予防事業評価事業

　地域リハビリテーション活動支援事業 専門職派遣回数 0

(6) 　介護支援ボランティア登録数 0

(7) 　認知症カフェ箇所数 0

(8) 　高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施数 0

27

○（実施）又は－（未実施） 年間件数

　①　地域ケア会議個別会議実施数（困難事例） 0

　②　地域ケア会議個別会議実施数（自立支援型ケアマネジメント） 0

　③　地域ケア個別会議実施数（地域課題（テーマ別）の検討（例：在宅医療介護連携）） 0

　④　地域ケア推進会議実施数（施策検討） 0

○（実施）又は－（未実施） 設置数/人数

　①　協議体（第二層）設置の有無

　②　生活支援コーディネーター数 0

○（実施）又は－（未実施） 件数/人数

　①　認知症初期集中支援チーム対応件数 0

　②　認知症サポーター数　　http://www.caravanmate.com/result/ 0

　③　認知症地域支援推進員数 0

　④　認知症サポート医数 0

○（実施）又は－（未実施） 開催数/実施主体

　①　在宅医療介護連携推進協議会開催数 0

　②　在宅医療介護連携相談支援事業の運営主体

　(4)　介護予防ケアマネジメント　年間事業費

　(5)　一般介護予防事業　年間事業費

　(1)　地域ケア会議の実施状況 

　(2)　生活支援体制整備事業

　(3)　認知症総合支援事業

認知症高齢者の日常生活自立度 Ⅱa以上の人数

介護予防・日常生活支援総合事業対象者数

基礎データ

市町村名

団体コード

（介護保険）広域連合名　

市町村区分（左欄）と市町村類型（右欄）　　https://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/card-18.html

地域区分（級地）

日常生活圏域数

総人口

第１号被保険者数　　https://www.mhlw.go.jp/topics/0103/tp0329-1.html

7

8

包括的支援事業の実施状況

　(4)　在宅医療・介護連携推進事業
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《入力支援シート１：その２》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28 独自施策 ○（実施）又は－（未実施）

　市町村特別給付

　保健福祉事業

29

　うち直営地域包括支援センター箇所数

　うち委託地域包括支援センター箇所数

　（別掲）ブランチ・サブセンター箇所数

《確認用》
33 円 33　保険料構造（保険料月額換算相当）　※自動計算

　①　標準給付費（円） 0 　標準給付費

介護給付費 0

予防給付費 0

高額介護サービス費／高額医療合算介護サービス費 0

特定入所者サービス費 0

審査支払手数料 0

　②　地域支援事業費（円） 0 　地域支援事業費

介護予防・生活支援サービス事業費 0

一般介護予防事業費 0

包括的支援事業・任意事業費 0

0

0 　市町村特別給付費

0 　調整交付金調整額

0 　公債費

0   保険料必要額計

0 　介護準備基金取り崩し

0

0.0%

34 人 所得段階別人数割合

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

0 #DIV/0!

36 円

0

0

0

0

0

段階数/円/％

37 0

38 0

39 0

40 0.0%

歳（小数点１位まで）

22 0.0

0.0

23 0.0

0.0

30 要介護リスク者割合 ％（自立のみ） ％（自立＋要支援１・２）

0.0% 0.0%

　閉じこもり者の割合 0.0% 0.0%

　物忘れがある者の割合 0.0% 0.0%

31 社会参加者割合 ％（自立のみ） ％（自立＋要支援１・２）

0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

#DIV/0!

　保険料基準額（月額換算） #DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

介護給付費

予防給付費

高額介護サービス費/高額医療合算介護サービス費

特定入所者サービス費

審査支払手数料

介護予防・生活支援サービス事業費

　保健福祉事業費

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

　第5期（平成24年度）

介護給付費準備基金の第１号被保険者一人当たり残高

保険料収納率

　第6期（平成27年度）

　第7期（平成30年度）

保険料段階数

介護給付費準備基金残高

一般介護予防事業費 #DIV/0!

包括的支援事業・任意事業費 #DIV/0!

#DIV/0!

　第7段階（本人市町村民税課税で、合計所得金額120万円以上200万円未満の者等）

　第8段階（本人市町村民税課税で、合計所得金額200万円以上300万円未満の者等）

　第9段階（本人市町村民税課税で、合計所得金額300万円以上の者等）

　第4段階（市町村民税本人非課税で公的年金等収入金額と合計所得金額の合計が80万円以下の者）

　第6段階（本人市町村民税課税で、合計所得金額120万円未満の者等）

　ボランティアの会参加者割合（月１回以上）

 30～31　要介護リスクの状況・日常生活での社会参加の状況

　第5段階（市町村民税本人非課税で第４段階以外の者）

第3期～第7期の保険料月額基準額の推移

　第3期（平成18年度）

　第4期（平成21年度）

0

　⑤　調整交付金調整額（円）　

　⑥　公債費(円）

所得段階別第1号被保険者数

　第1段階（市町村民税世帯非課税で公的年金等収入金額と合計所得金額の合計が80万円以下の者等）

　第2段階（市町村民税世帯非課税で公的年金等収入金額と合計所得金額の合計が120万円以下の者）

　第3段階（市町村民税世帯非課税で、第１段階・第２段階以外の者）

　⑦　保険料必要額計（円）

　⑧　介護準備基金取り崩し（円）

　⑩　予定保険料収納率（％）　

　⑨　所得段階別加入割合補正後第１号被保険者数（人）

　④　市町村特別給付費（円）

　スポーツの会参加者割合（月１回以上）

　趣味の会参加者割合（月１回以上）

　収入のある仕事をしている者の割合（月１回以上）

 37～40　保険料関連　（平成30年度）

 22～23　平均寿命及び平均自立期間

　運動機能低下者の割合

　平均寿命(歳)(男)

　平均寿命(歳)(女)

　平均自立期間(歳)(男)　（要介護2以上）

　平均自立期間(歳)(女)  （要介護2以上）

保険料構造　※単位：円

　③　保健福祉事業費（円）

0

地域包括支援センター

　(1)地域包括支援センター

箇所数

0

0

円
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《入力支援シート１：その３》 

 

6 人口集中地区の居住者割合

％

0

0

12 高齢者世帯数

世帯数

0

0

0

0

人

0

0

0

0

0

0

24

床数/人

0

0

0

0

0

0

0

24

箇所数/実施数/人/％

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0.0%

0.0%

20

％

0.0%

0.0%

0.0%

　【項目番号11】　在宅支援診療所数

　【項目番号 5】　在宅療養支援病院数

在宅医療にかかる地域別データ

病院・診療所・介護施設の状況

年齢補正後の認定率

https://mieruka.mhlw.go.jp/

　【項目番号19】　訪問診療を行う一般診療所数

　【項目番号20】　一般診療所による訪問診療の実施件数

　【項目番号60】　 (24時間対応)訪問看護ステーション看護職員数（常勤換算）

　【項目番号61】　介護療養型医療施設病床数

　【項目番号62】　介護老人保健施設定員数

　【項目番号63】　介護老人福祉施設定員数

    　 　 　　　　介護医療院定員数

　【項目番号50】　歯科訪問診療（診療所、居宅施設数）

http://www.ipss.go.jp/pp-shicyoson/j/shicyoson18/3kekka/Municipalities.asp

　夜間人口

　2015年75歳以上人口

　2040年推計人口

　A8301      高齢者単身世帯数（65歳以上の者１人）

https://www.mlit.go.jp/toshi/tosiko/toshi_tosiko_tk_000035.html

　DID人口

　【項目番号31】　往診を行う一般診療所数

　【項目番号66】　自宅死の割合

　【項目番号67】　老人ホーム施設死の割合

　B5-a.　【地域】合計調整済み認定率（%）

　B6-a.　【地域】調整済み重度認定率（%）

　B6-b.　【地域】調整済み軽度認定率（%）

　【項目番号58】　訪問看護ステーション数

http://jmap.jp/

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000061944.html

　病床数(一般）

　病床数(療養）

　医療機関医師数

　歯科医師数

　薬剤師数

　【項目番号44】　一般診療所による看取りの実施件数

下記からは外部サイトからデータを収集し入力します。URLまたは独自システムにアクセスし、マニュアルに沿って値の入力をお願いします。

14

13

　2040年75歳以上人口

　【項目番号43】　看取りを行う一般診療所数

　有床診療所数

　無床診療所数

　2015年人口

　2025年推計人口

　2025年75歳以上人口

https://www.e-stat.go.jp/regional-statistics/ssdsview/municipality

　A710101 　一般世帯数

13～14　　2025年及び2040年将来推計人口

　A811102　　65歳以上の世帯員のいる核家族世帯数

　A8201　　　高齢者夫婦のみの世帯数
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《入力支援シート２》 

 

  

(1) 介護給付・予防給付
①-1 総数
件数 　※マイナスの数字になる場合もご記入ください

予防給付 介護給付 合計

要支援１ 要支援２ 計  経過的要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

 居宅（介護予防）サービス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 訪問サービス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 訪問介護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 訪問入浴介護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 訪問看護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 訪問リハビリテーション 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 居宅療養管理指導 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 通所サービス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 通所介護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 通所リハビリテーション 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 短期入所サービス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 短期入所生活介護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 短期入所療養介護（介護老人保健施設） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 短期入所療養介護（介護療養型医療施設等） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 短期入所療養介護（介護医療院） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 福祉用具・住宅改修サービス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 福祉用具貸与 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 福祉用具購入費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 住宅改修費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 介護予防支援・居宅介護支援 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 地域密着型（介護予防）サービス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 地域密着型通所介護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 認知症対応型通所介護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 認知症対応型共同生活介護 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 施設サービス 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 介護老人福祉施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 介護老人保健施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
 介護療養型医療施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 介護医療院 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 総計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

〔入力支援シート２〕２５　主なサービスの受給構造　の利用件数を算出します。「介護事業状況報告」から、赤いセルの欄を転記してください。

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護

 地域密着型特定施設入居者生活介護
 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

 複合型サービス(看護小規模多機能型居宅介護)

種類
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《入力支援シート３》 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（様式１の５）

    １．一般状況（続き）
  （10）要介護（要支援）認定者数（人）

要支援1 要支援2 計 経過的要介護 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 計 合計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

65歳以上70歳未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

70歳以上75歳未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

75歳以上80歳未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

80歳以上85歳未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

85歳以上90歳未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

90歳以上 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

要支援1 要支援2 計 経過的要介護 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 計 合計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

65歳以上70歳未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

70歳以上75歳未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

75歳以上80歳未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

80歳以上85歳未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

85歳以上90歳未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

90歳以上 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

要支援1 要支援2 計 経過的要介護 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 計 合計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

65歳以上70歳未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

70歳以上75歳未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

75歳以上80歳未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

80歳以上85歳未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

85歳以上90歳未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

90歳以上 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計

 第1号被保険者

 第2号被保険者

総　　数

女

 第1号被保険者

 第2号被保険者

総　　数

男

 第1号被保険者

 第2号被保険者

総　　数

〔入力支援シート３〕42. 認定者・認定率　を算出します。「介護事業状況報告」から、赤いセルの欄を転記してください。

介護保険事業状況報告
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《入力支援シート４》 

 

  

（様式１の６）

１．一般状況（続き）

要支援1 要支援2 計 経過的要介護 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 計

第1号被保険者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
第2号被保険者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

総　　数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（12）地域密着型（介護予防）サービス受給者数（人）

要支援1 要支援2 計 経過的要介護 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 計

第1号被保険者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
第2号被保険者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

総　　数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（13）施設介護サービス受給者数（人）

要支援1 要支援2 計 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 計
介護老人福祉施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第1号被保険者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第2号被保険者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
介護老人保健施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第1号被保険者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第2号被保険者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

介護療養型医療施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第1号被保険者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
第2号被保険者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

介護医療院 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第1号被保険者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
第2号被保険者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

総　数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

予　　防　　給　　付 介　　　　　　　護　　　　　　　　給　　　　　　　　付
合計

予　　防　　給　　付 介　　　　　　　護　　　　　　　　給　　　　　　　　付
合計

予　　防　　給　　付 介　　　　　　　護　　　　　　　　給　　　　　　　　付
合計

〔入力支援シート４〕32. ケアマネジメント件数およびサービス受給者数（一部）を算出します。「介護事業状況報告」から、赤いセルの欄を転記してください。

（11）居宅介護（介護予防）サービス受給者数（人）

介護保険事業状況報告
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《入力支援シート５》 

 

 

  

介護給付費　決算額（円）

介護給付費 0
 介護サービス費等諸費 0

 介護サービス給付費 0
 居宅介護サービス給付費 0
 特例居宅介護サービス給付費 0
 地域密着型介護サービス給付費 0
 特例地域密着型介護サービス給付費 0
 施設介護サービス給付費 0
 特例施設介護サービス給付費 0
 居宅介護福祉用具購入費 0
 居宅介護住宅改修費 0
 居宅介護サービス計画給付費 0
 特例居宅介護サービス計画給付費 0

介護予防サービス等諸費 0
介護予防サービス給付費 0

 介護予防サービス給付費 0
 特例介護予防サービス給付費 0
 介護予防福祉用具購入費 0
 介護予防住宅改修費 0
 介護予防サービス計画給付費 0
 特例介護予防サービス計画給付費 0
 介護予防地域密着型介護サービス給付費 0

  特例介護予防地域密着型介護サービス給付費 0

0
 居宅介護サービス合計 0
 地域密着型サービス合計 0
 施設介護サービス合計 0

介護給付費

〔入力支援シート５〕35. サービス費割合、受給者割合を算出します。決算額を記入してください。
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《入力支援シート６》 

 

 

 

 

 

 

 

 介護保険料  総務費

 認定審査会負担金  介護サービス等諸費

 その他  介護予防サービス等諸費

 計  高額介護サービス等費

 使用料

 手数料  特定入所者介護サービス等費

 計  審査支払手数料

 介護給付費負担金  市町村特別給付費

 調整交付金  その他

 計

 保険者機能強化推進交付金

 その他

 計

 介護給付交付金

 地域支援事業支援交付金

 計

 都道府県負担金

 財政安定化基金支出金

 その他

 計

 相互財政安定化事業交付金

 財産収入

 寄付金

 一般会計繰入金12.5％

 総務費に係る一般会計繰入金  財政安定化基金拠出金

 介護給付費準備基金繰入金  相互財政安定化事業負担金

 介護サービス事業勘定繰入金  保健福祉事業費

 基金積立金

 財政安定化基金償還金

 低所得者保険料軽減繰入金  その他

 その他  計

 計  予備費

 繰越金  介護サービス事業勘定繰出金

 財政安定化基金貸付金  他会計繰出金

 計  その他

 計

0

0

0

0

0

0

 介護予防・生活支援サービス事業費

 一般介護予防事業費

（

参
考
）

 介護予防把握事業

 介護予防普及啓発事業

 地域介護予防活動支援事業

 一般介護予防事業評価事業

0

0

0

0 0

0

0 0

0

0

 地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）

 地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業以外）

 地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）

 地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業以外）

 地域支援事業繰入金（介護予防・日常生活支援総合事業）

 地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業以外）

0 0

0 0

0 0

0 0

0

0

 包括的支援事業・任意事業費

0

0

介護保険特別会計経理状況　保険事業勘定

歳入 歳出

科目 決算額（円） 科目 決算額（円）

0 0

0 0

0 0

0 0

 高額医療合算介護サービス等費

0 0

0 0

0

 認知症総合支援事業

0

0

0

（

参
考
）

 その他

0

0

 計

0

合計 0 合計 0

0

0

0

0

 諸収入 0

0

0

0

0

0

0

0
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0

0

0

0

 地域包括支援センター運営事業 0

 任意事業

0

 地域リハビリテーション活動支援事業

0

0

0

 地域ケア会議 0

0

0

 在宅医療・介護連携事業 0

 生活支援体制整備事業

保険料

保険給付費

地域支援事業費

公債費

諸支出金市町村債

繰入金

都道府県
支出金

支払基金
支出金

国庫
支出金

使用料及び
手数料

分担金及び
負担金

0

0

0

0

0
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